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(57)【要約】
【課題】　羽根端部での渦の発生を抑えたり、発生した
渦を速やかに消散させて、渦に基づいて生じる音を制御
でき、騒音の発生を抑えられるダンパ装置を提供する。
【解決手段】　羽根３０端部にパッキン部５０を設ける
と共に、このパッキン部５０の外側に多数の突出片６１
からなる騒音抑制部６０を設けて、羽根閉止時はパッキ
ン部５０を弾性変形させて閉止状態を維持可能とする一
方、羽根３０を開放した状態では、騒音抑制部６０を羽
根の最も端に位置させることから、風切り音の発生し得
る羽根３０の傾動角度範囲で、柔軟な騒音抑制部６０の
ある羽根３０端部で渦の生成を抑えられると共に、騒音
抑制部６０の多数突出した柔軟な突出片６１が流通する
気体の圧力で変形しつつ、渦の発生に不規則性を与えて
渦を乱れさせ、渦の消散を促すこととなり、渦が発生し
ても短い時間で消散させて、渦に基づく音の発生を抑え
られる。
【選択図】　図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　所定のダクト経路内に配設されて気体を流通させる筒状の開口枠体と、当該開口枠体に
対し開口枠体の内側開口領域で傾動可能として取り付けられる略板状体の羽根と、前記開
口枠体の外側から前記羽根を駆動して傾動可能とする駆動機構とを少なくとも備え、前記
羽根を所定角度傾動させて開口枠体内の開口面積を調整可能とするダンパ装置において、
　前記羽根の外周縁に取り付けられ、羽根が前記開口枠体の筒連続方向に対し直角となる
前記開口領域の閉止状態で、羽根外周縁と開口枠体内周面との間を閉塞する、弾性変形可
能な材質製のパッキン部と、
　当該パッキン部の外周部に配設され、前記開口枠体の内側開口領域の横断面より大きく
羽根外方に突出する騒音抑制部とを備え、
　前記パッキン部が、羽根への取付状態で開口枠体の内側開口領域の横断面より大きく羽
根外方に拡張されて、前記閉止状態で外寄り所定範囲が屈曲変形して開口枠体内周面に隙
間なく接触可能とされ、
　前記騒音抑制部が、少なくとも開口枠体を流通する気体の圧力を受けると弾性変形可能
な柔軟性のある材質製とされ、前記パッキン部における開口枠体内周面に接触する部分の
外側に前記羽根の外周方向に並べて突設される多数の突出片とされることを
　特徴とするダンパ装置。
【請求項２】
　前記請求項１に記載のダンパ装置において、
　前記騒音抑制部が、前記パッキン部における羽根の前記閉止状態で開口枠体内周面に接
触する部分の外側に連結してパッキン部と一体に形成され、前記羽根の外周方向に所定間
隔で設けられた線状の切り込み又は切り欠きを間に挟みつつ、所定幅の前記突出片が多数
並べて配設されることを
　特徴とするダンパ装置。
【請求項３】
　前記請求項１又は２に記載のダンパ装置において、
　前記羽根が、羽根周縁部に対し羽根中心部を羽根の傾動の中心軸方向と直角をなす向き
にずらすように湾曲させた略椀形の曲面形状として形成され、曲面の凸側を前記開口枠体
の気体進行方向における上流側に向けて配設されることを
　特徴とするダンパ装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、空気調和用のダクト経路内に配設され、気体の流通の制御や風量調整を行う
ダンパ装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　空気調和対象空間である室内に調和空気を送込む給気系統や、室内の換気や排煙等のた
めに空気を室内から排出する排気系統などのダクトでは、経路の途中に流路の断続や風量
調節等の目的でダンパ装置を配置することが多かった。特に、ビル内のオフィス空間等の
比較的広い室内空間に対し空気調和を行う場合、ダクトを介して空気調和機と複数の吹出
口とを接続した系統内に設けられた変風量調整装置（ＶＡＶ）等のダンパ装置の制御を行
い、吹出口から吹出す風量の調整を行うことで、室内空間の温度等を適温とする仕組みが
採用されている。
　このような空気調和等に用いられる従来のダンパ装置の一例として、特開平８－３２７
１３２号公報に開示されるものがある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
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【特許文献１】特開平８－３２７１３２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　従来のダンパ装置は前記特許文献に示されるように、ダンパ羽根をその支持軸を中心に
傾動させて開放度合いを調整して、調和空気の気流が羽根と開口枠体の内周面との間を通
って下流側に向かう流量を制御するもの（バタフライタイプ）が多く採用されていた。こ
うした従来のダンパ装置では、羽根の傾動量が小さく、羽根端部と開口枠体の内周面との
間の領域（隙間）が狭く、調和空気の気流が羽根端部と開口枠体の内周面との間を通る際
の流速が大きくなる場合に、羽根外周端部で渦が発生し、それに伴い音も生じていた。
【０００５】
　こうした羽根で発生する音は、いわゆる風切り音としてダクトを通じて下流側に伝播す
ることから、空気調和対象の室内側にも騒音が拡散するなど悪影響を与えてしまうという
課題を有していた。
【０００６】
　本発明は前記課題を解消するためになされたもので、羽根端部での渦の発生を抑えたり
、発生した渦を速やかに消散させて、渦に基づいて生じる音を制御でき、騒音の発生を抑
えられるダンパ装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明に係るダンパ装置は、所定のダクト経路内に配設されて気体を流通させる筒状の
開口枠体と、当該開口枠体に対し開口枠体の内側開口領域で傾動可能として取り付けられ
る略板状体の羽根と、前記開口枠体の外側から前記羽根を駆動して傾動可能とする駆動機
構とを少なくとも備え、前記羽根を所定角度傾動させて開口枠体内の開口面積を調整可能
とするダンパ装置において、前記羽根の外周縁に取り付けられ、羽根が前記開口枠体の筒
連続方向に対し直角となる前記開口領域の閉止状態で、羽根外周縁と開口枠体内周面との
間を閉塞する、弾性変形可能な材質製のパッキン部と、当該パッキン部の外周部に配設さ
れ、前記開口枠体の内側開口領域の横断面より大きく羽根外方に突出する騒音抑制部とを
備え、前記パッキン部が、羽根への取付状態で開口枠体の内側開口領域の横断面より大き
く羽根外方に拡張されて、前記閉止状態で外寄り所定範囲が屈曲変形して開口枠体内周面
に隙間なく接触可能とされ、前記騒音抑制部が、少なくとも開口枠体を流通する気体の圧
力を受けると弾性変形可能な柔軟性のある材質製とされ、前記パッキン部における開口枠
体内周面に接触する部分の外側に前記羽根の外周方向に並べて突設される多数の突出片と
されるものである。
【０００８】
　このように本発明によれば、ダンパ羽根端部に隙間を塞ぐパッキン部を設けると共に、
このパッキン部の外側に多数の突出片からなる騒音抑制部を設けて、羽根閉止時はパッキ
ン部を弾性変形させて無理なく閉止状態を維持可能とすると共に、羽根を傾動させて開放
した状態では、騒音抑制部を羽根の最も端に位置させることにより、風切り音の発生し得
る羽根の傾動角度範囲で、羽根端部の騒音抑制部が気流による渦の発生点となるものの、
柔軟な騒音抑制部のある羽根の端で気体の流れの剥離を生じにくくし、渦の生成を抑えら
れると共に、多数突出した柔軟な騒音抑制部が流通する気体の圧力で変形しつつ、渦の発
生に不規則性を与えて渦を乱れさせ、渦を複雑化、不安定化させて渦の消散を促すことと
なり、渦が発生しても短い時間で消散させて、渦に基づく音の発生を抑えられ、ダクト経
路の下流側に伝わる騒音を低減できる。
【０００９】
　また、本発明に係るダンパ装置は必要に応じて、前記騒音抑制部が、前記パッキン部に
おける羽根の前記閉止状態で開口枠体内周面に接触する部分の外側に連結してパッキン部
と一体に形成され、前記羽根の外周方向に所定間隔で設けられた線状の切り込み又は切り
欠きを間に挟みつつ、所定幅の前記突出片が多数並べて配設されるものである。
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【００１０】
　このように本発明によれば、騒音抑制部をなす各突出片を、羽根端に設置するパッキン
部と一体構造としてパッキン部の外側に並べて配置することにより、パッキン部を羽根端
に取り付けると、同時に騒音抑制部も羽根に配設できるなど、羽根の構造を簡略化して、
製造コストの抑制が図れる上、使用により騒音抑制部が劣化した場合もパッキン部ごと羽
根から取り外して交換でき、メンテナンスの効率も向上させられる。
【００１１】
　また、本発明に係るダンパ装置は必要に応じて、前記羽根が、羽根周縁部に対し羽根中
心部を羽根の傾動の中心軸方向と直角をなす向きにずらすように湾曲させた略椀形の曲面
形状として形成され、曲面の凸側を前記開口枠体の気体進行方向における上流側に向けて
配設されるものである。
【００１２】
　このように本発明によれば、羽根を略椀形の曲面形状とすると共に、曲面の凸側を気体
進行方向の上流側に向けるように配置して、羽根の閉止位置からの傾動角度が小さく音が
発生しやすい傾動角度範囲では、傾動により上流側に変位した側における羽根端部を、気
体進行方向の下流側に向けるようにすることにより、上流側に変位して渦が発生しやすい
状態にある羽根端部で、羽根の下流側の面に沿って羽根の中心から周縁部端部に向かう空
気の進行方向と、開口枠体内周面に沿って開口枠体と羽根との間を進む空気の進行方向と
の差異を小さくでき、羽根端部近傍における空気の合流をより滑らかに行わせて、空気流
に基づく羽根端部での渦生成の抑制を図れることとなり、渦に基づく騒音の発生をより一
層低減できる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明の第１の実施形態に係るダンパ装置の全開状態の概略正面図である。
【図２】本発明の第１の実施形態に係るダンパ装置の側面図である。
【図３】本発明の第１の実施形態に係るダンパ装置の内部構造説明図である。
【図４】本発明の第１の実施形態に係るダンパ装置における羽根の要部拡大図である。
【図５】本発明の第１の実施形態に係るダンパ装置の閉止状態におけるパッキン部及び騒
音抑制部の配置説明図である。
【図６】本発明の第１の実施形態に係るダンパ装置における微小開放状態説明図である。
【図７】本発明の第１の実施形態に係るダンパ装置における騒音抑制部先端と開口枠体内
周面とのわずかな接触を伴う開放状態説明図である。
【図８】本発明の第１の実施形態に係るダンパ装置における騒音抑制部と開口枠体内周面
とを離隔させた開放状態説明図である。
【図９】本発明の第２の実施形態に係るダンパ装置の内部構造説明図である。
【図１０】本発明の第２の実施形態に係るダンパ装置における騒音抑制部と開口枠体内周
面とを離隔させた開放状態説明図である。
【図１１】本発明の他の実施形態に係るダンパ装置におけるパッキン部及び騒音抑制部の
第１の構成例説明図である。
【図１２】本発明の他の実施形態に係るダンパ装置におけるパッキン部及び騒音抑制部の
第２の構成例説明図である。
【図１３】本発明の他の実施形態に係るダンパ装置におけるパッキン部及び騒音抑制部の
第３の構成例説明図である。
【図１４】本発明の他の実施形態に係るダンパ装置におけるパッキン部及び騒音抑制部の
第４の構成例説明図である。
【図１５】本発明の他の実施形態に係るダンパ装置におけるパッキン部及び騒音抑制部の
第５の構成例説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　（本発明の第１の実施形態）
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　以下、本発明の第１の実施形態に係るダンパ装置を前記図１ないし図８に基づいて説明
する。本実施形態では、空調機と室内空間に面して配設される吹出口との間のダクト経路
に設けられる変風量調整装置（ＶＡＶ）等として用いられる装置の例について説明する。
【００１５】
　前記各図において本実施形態に係るダンパ装置１０は、調和空気を流通させる所定のダ
クト経路の途中に配設される略円筒状の開口枠体２０と、この開口枠体２０に対し開口枠
体の内側開口領域で傾動可能として取り付けられる略板状体の羽根３０と、開口枠体２０
の外側から羽根３０を駆動して傾動可能とする駆動機構４０と、羽根３０の外周縁に取り
付けられる弾性変形可能な材質製のパッキン部５０と、このパッキン部５０の外周部に突
出状態で配設される騒音抑制部６０とを備える構成である。
【００１６】
　本実施形態のダンパ装置１０は、開口枠体２０外側から駆動機構４０を通じて羽根３０
を開口枠体２０に対し所定角度傾動させ、開口枠体２０内における気流進行方向である開
口枠体２０の筒連続方向への開口面積を調整することで、調和空気の通過量、すなわち下
流側へ向う調和空気の流量を調整する仕組みである。
【００１７】
　前記構成のダンパ装置１０における風量調整は、従来同様、開口枠体２０外側から駆動
機構４０により軸３１を介して羽根３０を傾動させ、羽根３０の角度変化で開口枠体２０
内の開口面積を調節することにより行われる。
【００１８】
　前記開口枠体２０は、金属製の略円筒体であり、内周面の対向する所定の二箇所で羽根
３０を傾動可能に軸支する構成である。この開口枠体２０外面には、羽根３０を傾動させ
る駆動機構４０が固定配設される。この開口枠体２０は、両端部にダクトやチャンバとの
接続部（図示を省略）を形成され、こうしたダクトやチャンバと接続されて調和空気の給
気用となるダクト経路内に配設され、調和空気を流通させることとなる。
【００１９】
　前記羽根３０は、金属製の円板状体で形成され、中間部分に支持用の軸３１を一体に固
定され、開口枠体２０の内側開口領域に傾動可能に配設される構成である。この羽根３０
は、より具体的には、開口枠体内周面の対向する二箇所に、羽根３０と一体の軸３１を取
り付けられることで、開口枠体２０の円筒連続方向と直角となる向きの閉止状態から開口
枠体２０の円筒連続方向と平行となる向きの全開状態までの角度範囲で傾動可能として開
口枠体２０に軸支され、開口枠体２０の内側開口領域を開閉可能とする構成である。
【００２０】
　なお、これらの開口枠体２０や羽根３０そのものの構造、及び、羽根３０を開口枠体２
０で軸支する機構については、公知のダンパ装置と同様であり、詳細な説明を省略する。
【００２１】
　前記駆動機構４０は、開口枠体２０外側に固定されて開口枠体２０と一体に配設され、
出力軸端を羽根３０の軸３１の開口枠体２０外部に位置する端部と連結され、回転駆動力
を羽根３０側へ伝達可能とされるものである。この駆動機構４０は、具体的には、所定の
制御部の制御下で作動する電動機、又はこれと減速機構との組合せ、といった公知の機構
であり、詳細な説明を省略する。この駆動機構４０が軸３１を駆動することで、この軸３
１を介して羽根３０を所定角度傾動させられる仕組みである。
【００２２】
　前記パッキン部５０は、弾性変形可能な材質、例えば、耐熱性を有するなど使用可能な
温度範囲の広いシリコンゴム、で略板状に形成され、羽根３０の外周縁にこの外周縁所定
範囲を被覆する状態として一体に取り付けられる構成であり、羽根３０が開口枠体２０の
円筒連続方向（気体進行方向）に対し直角となる閉止状態で、羽根と開口枠体内周面との
間を閉塞するものである。
【００２３】
　このパッキン部５０は、羽根３０への取付状態で開口枠体２０の内側開口領域の横断面
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より大きく羽根外方に拡張された形状とされており、羽根３０の前記閉止状態で騒音抑制
部６０を含む外寄り所定範囲が屈曲変形して開口枠体２０内周面に隙間なく接触可能とさ
れる。
【００２４】
　前記騒音抑制部６０は、パッキン部５０と同じ弾性変形可能な材質製とされてパッキン
部５０の外周部分に一体に配設される構成である。この騒音抑制部６０は、パッキン部５
０における開口枠体内周面に接触する部分の外側で、羽根３０の外周方向に並べて突設さ
れる多数の突出片６１とされており、開口枠体２０の内側開口領域の横断面より大きく羽
根外方に突出し、開口枠体２０を流通する調和空気の圧力を受けると弾性変形可能な柔軟
性を有するものである。
【００２５】
　この騒音抑制部６０をなす多数の突出片６１は、それぞれ細長い矩形状（短冊状）の薄
い板片をなして、パッキン部５０における羽根３０の前記閉止状態で開口枠体内周面に接
触する部分の外側に連結してパッキン部５０と一体に形成される構成である。これら突出
片６１は、羽根３０の外周方向に所定間隔で設けられた切り欠き部を間に挟んで多数並べ
て配設されており、騒音抑制部６０全体としては、同じ所定幅の各突出片６１が羽根３０
の径方向外方に突出する配置状態とされる。
【００２６】
　次に、前記構成に基づくダンパ装置の使用状態について説明する。前提として、通常の
状況では、全開状態に対し調和空気の流量を大きく絞り込んで、従来装置では比較的風切
り音の発生しやすかった、羽根の閉止状態から所定角度範囲内で羽根を傾動調整するもの
とする。
【００２７】
　羽根３０が開口枠体２０の円筒連続方向と直角となる向きである閉止状態、すなわち開
口枠体２０の開口面積０の状態では、羽根３０端部のパッキン部５０が開口枠体２０の内
周面に屈曲変形しながら密着して、羽根３０と開口枠体２０との間を閉塞する。この時、
パッキン部５０の外側の騒音抑制部６０もパッキン部５０の変形に従って開口枠体２０の
内周面に沿う状態にある（図５参照）。
【００２８】
　この閉止状態から羽根３０を少し傾動させた状態では、パッキン部５０が開口枠体２０
の内周面から離れる一方、パッキン部の外側で開口枠体２０の内周面に近い位置にある騒
音抑制部６０は開口枠体２０の内周面に屈曲変形しながら接触する。ただし、騒音抑制部
６０では各突出片６１間に隙間が介在することで、羽根３０と開口枠体２０の内周面との
間を調和空気が流通することとなる（図６参照）。
【００２９】
　羽根３０をさらに少し傾動させると、騒音抑制部６０が無変形状態では開口枠体２０の
内周面に届かない位置に達するが、調和空気の気流の圧力で騒音抑制部６０の各突出片６
１が弾性変形して下流側に少し曲がることから、羽根３０のうち傾動で気流進行方向の上
流側に変位した箇所では、騒音抑制部６０が開口枠体２０の内周面に接触可能となる（図
７参照）。
【００３０】
　以上のように羽根３０と開口枠体２０の内周面との間を調和空気が流通するものの、騒
音抑制部６０が開口枠体２０の内周面に接触し得る場合、開口枠体２０の内周面から離れ
た羽根３０の端縁部が明確には存在せず、また、空気の流通する騒音抑制部６０の各突出
片６１間は各突出片６１が変形可能であるために、調和空気の気流によって騒音の元とな
る渦が発生しにくく、騒音も抑えられる。
【００３１】
　羽根３０がさらに傾動すると、パッキン部５０だけでなく騒音抑制部６０も開口枠体２
０の内周面から完全に離れる（図８参照）。このため、開口枠体２０内におけるこの開口
枠体２０の筒連続方向への開口面積が大きくなり、調和空気の流通量が大きくなる。この
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場合、羽根３０と開口枠体２０の内周面との間を、開口枠体２０の内周面に沿って下流側
に進む調和空気の気流に対し、騒音抑制部６０が羽根３０側の最も端の部分として開口枠
体２０の内周面の近くに位置しており、この騒音抑制部６０の端縁下流側で渦が発生しや
すい状況にある。
【００３２】
　しかしながら、調和空気の気流の圧力で騒音抑制部６０の各突出片６１が下流側へ曲が
るように変形し、突出片６１の端部位置が定まりにくくなっていることで、各突出片６１
において渦は乱れを内包し不安定なものとして生じることに加え、各突出片６１は切欠き
部で分離され、それぞれ独立した変形状態となることから、突出片６１ごとの渦の発生は
不規則性を有するものとなり、渦同士が互いに他の渦を打ち消すように作用し合う。これ
により、渦が発生しても、渦ごとの不安定性で渦単独でも消散しやすい上に、渦の相互の
作用で渦の消散が促されることとなる。こうして、渦を短い時間で消散させられることで
、騒音の発生を抑えられ、下流側に伝わる騒音を低減できる。
【００３３】
　なお、さらに羽根３０を傾動させて、羽根３０が開口枠体２０の円筒連続方向と平行と
なる全開状態（図３参照）に近づけた場合、開口枠体２０の筒連続方向への開口面積が開
口枠体２０内の半分以上を占めるに至り、下流側に進行する調和空気の流量が大きくなる
ことで、羽根端部での渦に基づいて発生する音の影響は相対的に小さくなり、騒音源とし
ては無視できる。
【００３４】
　このように、本実施形態に係るダンパ装置においては、ダンパの羽根３０端部に隙間を
塞ぐパッキン部５０を設けると共に、このパッキン部５０の外側に多数の突出片６１から
なる騒音抑制部６０を設けて、羽根閉止時はパッキン部５０を弾性変形させて無理なく閉
止状態を維持可能とすると共に、羽根３０を傾動させて開放した状態では、騒音抑制部６
０を羽根３０の最も端に位置させることから、風切り音の発生し得る羽根３０の傾動角度
範囲で、羽根端部の騒音抑制部６０が気流による渦の発生点となるものの、柔軟な騒音抑
制部６０のある羽根の端で気体の流れの剥離を生じにくくし、渦の生成を抑えられると共
に、多数突出した柔軟な騒音抑制部６０が流通する気体の圧力で変形しつつ、渦の発生に
不規則性を与えて渦を乱れさせ、渦を複雑化、不安定化させて渦の消散を促すこととなり
、渦が発生しても短い時間で消散させて、渦に基づく音の発生を抑えられ、ダクト経路の
下流側に伝わる騒音を低減できる。
【００３５】
　なお、前記実施形態に係るダンパ装置においては、変風量調整装置（ＶＡＶ）等に用い
る例として、調和空気の給気用となるダクト経路内に配設する構成としているが、これに
限られるものではなく、空気調和対象空間から排出された空気を送り出す排気用となるダ
クト経路内に配設され、排出空気の流量調整を行う構成とすることもできる。
【００３６】
　また、前記実施形態に係るダンパ装置においては、開口枠体２０を円筒体とすると共に
、内部の羽根３０を円板状とする構成としているが、これに限られるものではなく、開口
枠体を角筒状とすると共に、羽根を開口枠体の開口形状に対応した矩形状又は方形状の板
状体としてもかまわない。この場合、パッキン部及び騒音抑制部は、矩形状又は方形状の
羽根における先端、すなわち、羽根の傾動の中心軸方向と平行となる辺部分のみに、直線
状に配設すれば足りることとなる。
【００３７】
　また、前記実施形態に係るダンパ装置において、羽根３０を傾動させる駆動機構４０は
、変風量調整装置（ＶＡＶ）等に用いる例として、制御により作動する電動機や、電動機
と減速機構とを組合せた機構を採用する構成としているが、これに限られるものではなく
、自動制御を要しない用途に適用される装置の場合には、駆動機構として、操作者の手か
らの操作力を伝える手動のハンドルや、これと減速機構とを組合せたものを用いる構成と
することもできる。
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【００３８】
　さらに、前記実施形態に係るダンパ装置において、パッキン部５０は、羽根３０の外周
縁に対しこの外周縁所定範囲を羽根の両面にわたり被覆する状態として取り付けられて一
体化される構成としているが、これに限らず、パッキン部を羽根の外周縁部の片面側に貼
り付け等で一体に取り付ける構成とすることもできる。また、騒音抑制部６０は、パッキ
ン部５０と同じ材質製とされてパッキン部５０と一体に形成される構成としているが、こ
れに限られるものではなく、騒音抑制部をパッキン部とは別体とし、騒音抑制部をパッキ
ン部に熱溶着や接着等で固定配設して一体化する構成とすることもできる。
【００３９】
　（本発明の第２の実施形態）
　前記第１の実施形態に係るダンパ装置においては、羽根３０を平板状に形成する構成と
しているが、この他、第２の実施形態として、例えば、図９に示すように、羽根３２を略
椀形の曲面形状として形成し、曲面の凸側を開口枠体２２の気体進行方向における上流側
に向けて配設する構成とすることもできる。
　詳細には、羽根３２は、円形の羽根周縁部に対し羽根中心部を羽根の傾動の中心軸方向
と直角をなす向きにずらすように湾曲させた略椀形の曲面形状を有するものとされる。
【００４０】
　この場合、羽根の閉止位置からの傾動角度が小さく、渦に基づく音が発生しやすい傾動
角度範囲で、傾動により上流側に変位した側における羽根３２の端部を、羽根の曲面形状
に基づいて、気体進行方向の下流側に向けるようにしている（図１０参照）。これにより
、上流側に変位して渦が発生しやすい状態にある羽根端部で、羽根３２の下流側の面に沿
って羽根の中心から周縁部端部に向かう空気の進行方向と、開口枠体２２の内周面に沿っ
て開口枠体２２と羽根３２との間を進む空気の進行方向との差異を小さくでき、羽根端部
近傍における空気の合流をより滑らかに行わせて、空気流に基づく羽根端部での渦生成の
抑制を図れることとなり、渦に基づく騒音の発生をより一層低減できる。
【００４１】
　（本発明の他の実施形態）
　また、前記第１及び第２の実施形態に係るダンパ装置においては、騒音抑制部６０をな
す多数の突出片６１を、細長い矩形状（短冊状）の薄い板片として形成する構成としてい
るが、これに限らず、例えば、図１１に示すように、突出片６３をより幅広の矩形状又は
方形状に形成したり、図１２に示すように、突出片６４を正弦波形状に形成したり、また
、図１３に示すように、突出片６５を三角形状に形成する構成とすることもでき、前記各
実施形態同様、独立した変形状態となる各突出片ごとの渦が他の渦を打ち消す作用で渦の
消散を促し、騒音の発生を抑えられる。
【００４２】
　また、前記各実施形態において、騒音抑制部６０の多数の突出片６１を、羽根３０の外
周方向に切り欠き部が間に挟まれるようにして並べて、同じ所定幅の細長い各突出片６１
が羽根３０の径方向外方に突出する配置状態として形成する構成としているが、これに限
らず、図１４に示すように、突出片６６間に羽根３３の径方向に沿う線状の切り込み６６
ａのみ介在するようにして、突出片６６を外側に向かうほど末広がりとなる略扇形に形成
すると共に、多数の突出片６６を密に並べるように配置する構成とすることもできる。
【００４３】
　この他、前記各実施形態において、騒音抑制部６０をなす多数の突出片６１は、円形の
羽根３０の径方向外方に突出する配置状態として形成する構成としているが、これに限ら
ず、図１５に示すように、突出片間の線状の切り込み（又は切り欠き部）６７ａの向きを
、羽根３４の傾動の中心軸と直角をなす向きとして設け、各突出片６７を羽根３４の傾動
の中心軸と直角となる向きへ突出する配置として形成する構成とすることもできる。この
場合、羽根３４を傾動させる際に開口枠体内周面に接して変形する騒音抑制部の各突出片
６７を、いずれも傾動中心軸と直角となる向きへ他の突出片と関わり合わせることなく変
形屈曲させることができ、傾動の際に抵抗が生じにくく、羽根３４をスムーズに傾動させ
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【符号の説明】
【００４４】
　１０　　　　　　ダンパ装置
　２０　　　　　　開口枠体
　２１　　　　　　軸受部
　２２　　　　　　開口枠体
　３０　　　　　　羽根
　３１　　　　　　軸部
　３２　　　　　　羽根
　３３　　　　　　羽根
　３４　　　　　　羽根
　４０　　　　　　駆動機構
　５０　　　　　　パッキン部
　６０　　　　　　騒音抑制部
　６１　　　　　　突出片
　６３　　　　　　突出片
　６４　　　　　　突出片
　６５　　　　　　突出片
　６６　　　　　　突出片
　６６ａ　　　　　切り込み
　６７　　　　　　突出片
　６７ａ　　　　　切り込み

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】

【図１２】

【図１３】

【図１４】

【図１５】
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